
 浦添市行財政集中改革プラン（継続取組分、平成22～24年度）の平成22～23年度分の実

績について（報告） 

 

 

 本市においては、平成17年度から21年度を実施期間とする「浦添市行財政集中改革プラ

ン」を策定、この間、様々な行財政改革に全庁的に取り組み、大きな成果を上げてきまし

た。 

 本市の財政事情は依然として厳しく、また行財政改革は不断に取り組む課題であり、今

後もこれまで以上の市民サービスを図っていくためには、弛まず改革を推進しなければな

りません。 

 そこで、次期大綱策定までの間のプランとして、「浦添市行財政集中改革プラン」（平成

17年度～21年度）において取り組みの進まなかった項目、また進んだ項目においても更な

る改革が必要なことから、「浦添市行財政集中改革プラン（継続取組分）」（平成22～24年

度）を策定し、継続して行財政改革に取り組んできました。 

 本プラン３年間（実施期間：平成22年度～24年度）のうち２年間終了したことに伴い下

記のとおりその実績を報告します。 

 なお、各取組項目別の詳細につきましては、別紙集計表のとおりです。 

 

記 

 

１．目標額、効果額及び達成率について 

 

 本プランの目標額は、歳入４項目で約６億9,285万円の収入増、歳出４項目で約2,164万

円の歳出削減、合計で約7億1,449万円となっています。 

 また、上記目標額に対する平成23年度までの２年分累計効果額は、歳入で約7億9,105万

円の収入増、歳出で約1,034万円の歳出減、合計で約８億139万円となり、目標達成状況は、

歳入については達成率114.2％、歳出は達成率47.8％、全体の達成率は112.2％となってい

ます。 

 全14項目の取り組みのうち、平成23年度までに実施したものが８件（57％）、実施検討

中が６件（43％）となっており、全体の５割強の項目を実施しています。 

 

 

２．歳入項目の主な効果について 

  

 市税徴収率向上の取り組みについては、平成23年度目標徴収率95％に対し、96.0％とな

っており、単年度効果額で約２億2,227万円、平成23年度までの累計効果額では約３億

6,428万円と目標額の１億5,493万円を大幅に上回る効果を上げてきました。 

 また、受益者負担の原則を踏まえ、中央公民館のクーラー使用料の改定による効果額で

は、約85万円、23年度10月改定による事務取扱手数料における効果額は約445万円となっ

ています。未利用財産の売り払い等における累計効果額は約４億2,200万円となっていま

す。 

 

 

３．歳出項目の主な効果について 

 

 負担金・補助金の見直しにより約950万円の効果額を上げています。また、事務事業の



見直し（帳票アウトソーシング導入）により約94万円の効果を上げています。その他、市

民サービスの向上と行政コスト縮減から、積極的に指定管理者制度を導入しています。 

平成23年度末現在138施設に指定管理者を導入しています。一部の指定管理者においては、

毎年モニタリングを実施し次年度以降改善指導を行っています。 

 

 

４．本プランの継続取り組みについて 

  

 以上のとおり、本プランにおいても一定の成果をあげてきましたが、本市の財政状況は

社会保障関係費を中心に増加は避けられず、極めて厳しい財政運営となる見通しであるこ

とから、今後も継続して行政改革を推進することが求められています。 

 第４次行政改革大綱（H25年度策定予定）策定までの間、現プランを平成25年度まで継

続し、取り組みが進まなかった項目、更なる取り組みが必要な項目、また進んだ項目につ

いて精査を行い引き続き取り組んでいきたいと考えています。 








